注意事項

１．ロにおける「政令で定めるもの」とは、以下のとおり。
学校教育法、教育職員免許法、生活保護法、社会福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法、介護保険法、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律、児童虐待の防止等に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、認定こども園法、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律、子ども・子育て支援法（児童福祉法施行令第36条の２）

２．ハにおける「政令で定めるもの」とは、以下のとおり。
(1) 労働基準法第117条 、第118条第1項（同法第6条及び第56条の規定に係る部分に限る）、第119条（同法第16条 、第17条、第18条第1項及び第37条の規定に係る部分に限る）及び第120条（同法第18条第7項及び第23条から第27条までの規定に係る部分に限る）の規定並びにこれらの規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第44条 （第4項を除く）の規定により適用される場合を含む） 
(2) 最低賃金法第40条の規定及び同条の規定に係る同法第42条の規定 
(3) 賃金の支払の確保等に関する法律第18条の規定及び同条の規定に係る同法第20条の規定          　　　　　　　　　　　　　　　　　（児童福祉法施行令第36条の３）

３．ニにおける認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものは、以下のとおり。
　　都道府県知事が法第46条第１項その他の規定による報告等の権限を適切に行使し、当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該保育所の設置者における業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該保育所の設置者が有していた責任の程度を確認した結果、当該保育所の設置者が当該認可の取消しの理由となった事実について組織的に関与していると認められない場合

４．ホにおける「申請者と密接な関係を有する者」とは、以下のとおり。
(1) 申請者と密接な関係を有する者（＝申請者の親会社等）
① 申請者の役員に占めるその役員の割合が２分の１を超える者
② 申請者の親会社等(株式会社である場合に限る)が議決権の過半数を所有している者
③ 申請者の親会社等(持分会社である場合に限る)が資本金の過半数を出資している者
④ 事業の方針の決定に関する申請者の親会社等の支配力が①～③に掲げる者と同等以上と認められる者　　　　　　　　　（児童福祉法施行規則第36条の36の３第１項）
(2) 申請者の親会社等の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超え、若しくは申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として内閣府令で定めるもの
① 申請者の親会社等の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超える者
② 申請者の親会社等(株式会社である場合に限る)が議決権の過半数を所有している者
③ 申請者の親会社等(持分会社である場合に限る)が資本金の過半数を出資している者
④ 事業の方針の決定に関する申請者の親会社等の支配力が①～③に掲げる者と同等以上と認められる者　　　　　　　　　（児童福祉法施行規則第36条の36の３第２項）

(3) 申請者の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超え、若しくは当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として内閣府令で定めるもの（※１）のうち、当該申請者と内閣府令で定める（※２）密接な関係を有する法人
※１　申請者がその事業を実質的に支配し、又はその事業に重要な影響を与える関係にある者とは、以下のとおり。
① 申請者の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超える者
② 申請者(株式会社である場合に限る。)が議決権の過半数を所有している者
③ 申請者(持分会社である場合に限る。)が資本金の過半数を出資している者
④ 事業の方針の決定に関する申請者の支配力が①～③に掲げる者と同等以上と認められる者　　　　　　　　　　　　　　（児童福祉法施行規則第36条の36の３第３項）
※２　密接な関係を有する法人とは、以下のとおり。
① 申請者が重要な事項に係る意思決定に関与し、又は申請者若しくは申請者の親会社等が重要な事項に係る意思決定に関与している者であること
② 法第34条の15第２項若しくは第35条第４項の認可を受けた者、認定こども園法第３条第１項若しくは第３項の認定を受けた者又は認定こども園法第17条第１項の認可を受けた者であること
③ 家庭的保育事業等を行っていた者又は保育所を設置していた者であること
(児童福祉法施行規則第36条の36の３第４項)

[bookmark: _GoBack]５．トにおける「内閣府令で定めるところ」とは、以下のとおり。
　　法第46条第１項の規定による検査が行われた日から10日以内に、当該検査日から起算して60日以内の特定の日を通知するものとする。(児童福祉法施行規則第37条の３)

